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連結株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

20 1 9年４月１日残高 2,131,532 40,280 182,980 △210 2,354,581

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 176,400 176,400 352,800

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

△165,936 △165,936

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 176,400 176,400 △165,936 ― 186,863

2 0 2 0年３月31日残高 2,307,932 216,680 17,043 △210 2,541,445

（単位：千円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

20 1 9年４月１日残高 △4,198 446,516 442,318 ― 2,796,900

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 352,800

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

△165,936

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△22,906 △22,906 4,896 △18,010

連結会計年度中の変動額合計 △22,906 ― △22,906 4,896 168,852

2 0 2 0年３月31日残高 △27,104 446,516 419,411 4,896 2,965,752
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　１社

(2) 連結子会社の名称

日本ファーネス株式会社

(3) 主要な非連結子会社の名称等

　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の数　　　　　　１社

(2) 持分法適用の名称

株式会社サン・イ

　なお、株式会社リエロ・ジャパンは当連結会計期間年度において、株式会社

サン・イに商号変更しております。

(3) 主要な非持分法適用会社の名称等

　該当ありません。

３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価値のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。

(ｲ) 仕掛品

個別法

(ﾛ) 原材料

移動平均法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については

社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用しております。
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③　リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計

年度に見合う分を計上しております。

③　完成工事補償引当金

　完成工事の補償損失に備えるため、将来の発生が予想される補償損失額を各

案件別に見積り計上しております。

④　工事損失引当金

　受注工事の損失に備えるため、手持工事のうち損失の発生の可能性が高く、

かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、当該見積額を計

上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　繰延資産の処理方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

②　ヘッジ会計の処理

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満た

している為替予約については振当処理によっており、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特例処理によっております。

③　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④　完成工事高の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契

約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基

準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度

末における進捗率の見積りは、原価比例法によっております。

⑤　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑥　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保資産及び担保付債務

　担保に供されてる資産 11,920千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 715,137千円

３．受取手形割引高 41,587千円

４．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税効果相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条に

定める路線価、公示価格により算出しております。

再評価を行った日

2000年９月30日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△70,619千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 34,313,342株

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 36,000,000株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは主にファーネス事業等を行うための受注計画に照らして、必要

な資金（主に自己資金及び銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全

性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。デリバティブは、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するため

に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は合同運用指定金銭信託や業務上の関係を有する企業等の株式であ

り市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日でありま

す。借入金に係る債務は、設備投資等に係る資金の調達を目的としたものであり、

償還日は決算日後最長３年であります。

　デリバティブ取引は、外貨建債権債務の残高の範囲内で為替予約取引を実施し

ているほか、輸出入にかかる予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建

債権債務に対して先物為替予約を行っており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は与信管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門

における管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管

理規程に準じて同様の管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、期末の帳簿

価額と時価を評価しモニタリングしております。

　当社は、為替変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っており

ます。デリバティブ取引の執行・管理につきましては、経理規程に従い行って

おります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金計画を作成・更新

するとともに、手許流動性を連結売上高の２ヶ月相当を維持することなどによ

り、流動性リスクを管理しております。

－ 5 －

連結注記表



(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより当該価額が変動

することもあります。

(5) 信用リスクの集中

　当期の連結決算日における営業債権に特定の大口顧客に対するものはありませ

ん。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは次表に含まれておりません。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 1,256,558 1,256,558 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,173,597 1,173,597 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

そ の 他 有 価 証 券 77,714 77,714 ―

資 産 計 2,507,870 257,870 ―

(1) 支払手形及び買掛金 552,528 552,528 ―

(2) 短 期 借 入 金 23,700 23,700 ―

(3) 未 払 法 人 税 等 8,186 8,186 ―

(4) 未 払 消 費 税 等 6,438 6,438 ―

(5) 前 受 金 68,500 68,500 ―

負 債 計 659,353 659,353 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

　現金及び預金は全て短期で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。預金と同様の性

格を有する合同運用指定金銭信託等は、すべて短期であるため、時価は帳簿価格に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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負　債

(1) 支払手形及び買掛金 (2) 短期借入金 (3) 未払法人税等 (4) 未払消費税等並び

に (5) 前受金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式 225,137

　上記については、市場価格がなく、時価を算定することが極めて困難と認められ

るため「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,256,558 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,173,597 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 200,000 ― ― ―

合計 2,630,155 ― ― ―

（注４）借入金等の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

短期借入金 23,700 ― ― ― ― ―

合計 23,700 ― ― ― ― ―

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 86円29銭

２．１株当たり当期純損失 5円15銭

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資 本 準 備 金 利 益 準 備 金

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2019年４月１日残
高

2,131,532 40,280 9,213 676,054 685,268 △210 2,856,869

事業年度中の変動
額

新 株 の 発 行 176,400 176,400 352,800

当期純損失（△） △689,450 △689,450 △689,450

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 額 )

事業年度中の変動額
合 計

176,400 176,400 ― △689,450 △689,450 ― △336,650

2020年３月31日残
高

2,307,932 216,680 9,213 △13,396 △4,182 △210 2,520,219

（単位：千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証
券
評 価 差 額 金

土地再評価差
額 金

評 価 ･ 換 算
差 額 等 合 計

2019年４月１日残高 △4,174 446,516 442,341 ― 3,299,211

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 352,800

当 期 純 損 失 （ △ ） △689,450

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△22,940 △22,940 4,896 △18,044

事業年度中の変動額合計 △22,940 ― △22,940 4,896 △354,695

2020年３月31日残高 △27,115 446,516 419,400 4,896 2,944,515
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については社内

における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に

見合う分を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。
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(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(3) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 435,220千円

２．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権

長期金銭債権

27千円

123,836千円

短期金銭債務 14,772千円

３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税効果相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布法律第119号）第２条に

定める路線価、公示価格により算出しております。

再評価を行った日

2000年９月30日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△70,619千円

損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引の取引高の総額

営業取引（収入分） 271,800千円

営業取引（支出分） 2,665千円

営業取引以外の取引による取引高（収入分） 415千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式 419株
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 302千円

賞与引当金社会保険料 45千円

投資有価証券 456,814千円

退職給付引当金 33,070千円

出資金 4,333千円

貸付金 478,781千円

繰越欠損金 212,363千円

その他 29,199千円

繰延税金資産　小計 1,214,910千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △212,363千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金 △1,002,546千円

評価性引当額　小計 1,214,910千円

繰延税金資産　合計 ―千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 2,281千円

繰延税金負債　合計 2,281千円

土地再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額金 196,601千円
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
日本ファーネス
株 式 会 社

所有
直接100％

役 員 の 兼 任

経 営 指 導 料
（注）１

150,000 ― ―

事 務 所 賃 貸
（注）２

120,000 ― ―

資 金 の 貸 付 400,000
関係会社短
期貸付金

400,000

　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．経営指導料については、市場価格を勘案し交渉により決定しております。

（注）２．事務所賃貸については、近隣の地代を参考にした価格により決定しており

ます。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たりの純資産額 85円67銭

２．１株当たりの当期純損失 21円41銭

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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